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特集 グローバル化・デジタル化時代のジレンマを乗り越える組織のマネジメント

佐藤悠一

「組織は戦略に従う」の真意を考える

「組織は戦略に従う」。この言葉を聞いたこ
とのある読者は多いのではないだろうか。米
国経営史学の大家、アルフレッド・チャンド
ラーの有名な命題である。チャンドラーは、
1900年代前半の米国企業における戦略と組織
構造の転換に関する詳細なケーススタディを
行った。冒頭の命題は、その著書の日本語版
につけられたタイトルである。

しかし、実はチャンドラー自身がこのタイト
ルをつけたわけではない。同書の原題は

『Strategy and Structure』（戦略と組織）であ
る。さらにいえば、このタイトルは出版社の
意思によってつけられたものであり、本人は

「Structure and Strategy」（組織と戦略）と
するつもりであったことを明かしている注1。

なぜ、組織を先に置いたのか。チャンドラ
ーが伝えたかったのは戦略から組織への一方
向的な影響ではなく、変化する外部環境と組
織や戦略との複雑な相互関係であった。デュ
ポンの例を見てみよう。一般的には同社が

「多角化戦略を進めるために事業部制組織を
採用した」とされているが、実は同社の多角
化戦略は、第一次世界大戦中に増やした余剰
設備や人員の活用という組織的な理由による
ものであった。戦略が組織を変えることもあ

るが、組織が戦略を変えることもあるのだ。
ただし、戦略は変えやすいが組織は変えに

くい。デュポンも組織の根本的な見直しには
多大な時間を要した。業績悪化が深刻化する
まで組織改編は着手されず、事業部制組織へ
の移行を促す組織改編案は社内の強い反発に
遭い、実行までに一年以上かかった。
「組織は戦略に従う」（Structure follows 
strategy）の真意は、「戦略は変えやすいが
組織は変えにくいため、結果的に戦略が先導
し、組織がそれに続く（follows）」ということ
なのだろう。ここでいう組織とは、単なる組
織図ではない。より重要なのは、組織を動か
す経営の仕組みである。デュポンの混乱も、
組織構造そのものではなく、責任や権限の設
計など経営の仕組みによる影響が大きかっ
た。チャンドラーが研究していた米国企業の
多くは、事業部制の導入後、こぞって多角化
に走った。事業部制組織においては、部署を
追加するだけで新規事業に進出でき、多角化
が容易なためである。しかし当時の経営者た
ちは、コングロマリット化した組織を経営す
る仕組みの高度化まで思いが至らなかった。
その結果、経営は弱体化し、大規模な事業の
売却・撤退に追い込まれた。
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チャンドラーの問題提起から60年が経つ。
グローバル化・デジタル化が進み、変化する
外部環境と組織や戦略との複雑な相互関係が
企業経営に与える影響は、一層強くなってい
る。事業のさらなるグローバル化は地域拠点
の遠心力を強め、経営者は事業単位での統制
に頭を悩ます。また、多角化した事業を管理
しやすい純粋持株会社体制を導入する企業は
多いが、組織の多階層化は意思決定の質とス
ピードを悪化させる。社内部門と比較し、子
会社の改革はより難しい。2000年頃に流行し
た間接部門のシェアードサービス子会社は、
近年、より安価な外部アウトソーサーの活用
やAI・RPAの普及もあり、その存在意義が
問われている。

しかし、雇用を守る日本企業はこうしたジ
レンマに対して大胆な手を打ちにくい。一度
立ち上げた事業は、収益が悪化しても手放し
にくい。生産性の低い子会社も、雇用の受け
皿として保持し続けることが求められる。

本特集は、現代の日本企業が組織構造のジ
レンマを乗り越えるための組織設計とマネジ
メントを提言する。キーワードは「柔軟性」
である。第一論考では、事業の状況に応じて
ダイナミックに管理単位を変える新たなマト
リクス経営を取り上げる。第二論考では、多
角化企業が抱えるコングロマリットディスカ
ウントに対し、意思決定構造と事業間連携の
在り方、すなわち経営の仕組みによる解決策
を提示している。第三論考では、デジタル化
を脅威ではなく機会と捉え、自身を企業内
DXの担い手と位置付けることで付加価値を
追求する新たなシェアードサービス子会社の

在り方を提唱している。
組織とマネジメントの柔軟性を突き詰める

と、「ヒエラルキー型」という現代企業にお
ける組織モデルの根本への疑問にたどり着
く。事業部制組織が発明されて約100年、マ
トリクス経営、カンパニー制などさまざまな
組織形態が生まれたが、いずれも「ヒエラル
キー型」のモデルである。一方で近年、「テ
ィール組織」や「分散自律型組織注2」など、
ヒエラルキーを持たない新たな組織モデルも
注目されている。これらは極端な例で大企業
には適さないと思われるかもしれない。しか
し、京セラなどで採用されてきた「アメーバ
経営」のコンセプトは、こうした新たな組織
モデルに近い。

アメーバ経営も近年見直しの動きがあるよ
うに、組織モデルは常に進化を求められる。
本特集が、こうした新たな組織モデルも含め
た組織とマネジメントの在るべき姿の議論に
寄与することを期待している。
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